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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 (注)１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第62期中において、在外子会社 フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー(タイランド)リミテッドを新たに連結の

範囲に含めております。 

４．第63期中において、在外子会社 フタバ(ベトナム)カンパニー・リミテッドおよび双葉精密模具(中国)有限公

司を新たに連結の範囲に含めております。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(百万円) 44,028 47,243 48,347 88,604 93,178 

経常利益(百万円) 2,184 3,937 2,021 4,192 5,320 

中間(当期)純利益又は中間純損失

(△)(百万円) 
△197 1,829 1,284 5,074 1,230 

純資産額(百万円) 172,726 175,092 176,692 172,457 174,734 

総資産額(百万円) 196,437 205,006 208,581 196,055 210,499 

１株当たり純資産額(円) 3,719.27 3,853.36 3,888.86 3,795.20 3,845.57 

１株当たり中間(当期)純利益金額

又は中間純損失金額(△)(円) 
△4.24 40.27 28.28 109.95 26.97 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額(円) 
－ － － － － 

自己資本比率(％) 87.9 85.4 84.7 88.0 83.0 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー(百万円) 
1,124 4,611 4,179 5,076 10,107 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー(百万円) 
△3,207 △8,551 △1,953 △5,936 △17,503 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー(百万円) 
△123 1,388 △4,980 △2,901 2,285 

現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高(百万円) 
64,397 60,607 56,127 61,864 58,153 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員)(人) 

6,390 

(462)

6,751 

(515)

6,371 

(209)

6,590 

(406)

6,561 

(395)



(2) 提出会社の経営指標等 

 (注)１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(百万円) 33,936 31,713 31,118 67,316 62,987 

経常利益(百万円) 2,049 3,835 2,617 3,391 5,118 

中間(当期)純利益(百万円) 927 1,878 1,642 5,374 1,738 

資本金(百万円) 22,558 22,558 22,558 22,558 22,558 

発行済株式総数(株) 47,386,739 47,386,739 47,386,739 47,386,739 47,386,739 

純資産額(百万円) 147,386 149,384 150,196 148,833 148,589 

総資産額(百万円) 160,151 162,453 165,686 161,311 162,493 

１株当たり純資産額(円) 3,173.63 3,287.57 3,305.70 3,275.38 3,270.26 

１株当たり中間(当期)純利益金額

(円) 
19.97 41.34 36.14 116.52 38.25 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額(円) 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額(円) 23.00 23.00 23.00 46.00 46.00 

自己資本比率(％) 92.0 92.0 90.7 92.3 91.4 

従業員数(人) 1,735 1,723 1,672 1,703 1,643 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

はおりません。 

(3) 労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

電子関連事業 4,218(165)   

生産器材事業 1,821( 44)   

全社(共通) 332( －)   

合計 6,371(209)   

  平成17年９月30日現在

従業員数(人)      1,672  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間の売上高は483億４千７百万円(前年同期比2.3％増)と前年同期を上回りました。このう

ち、海外売上高は、米国・欧州向けが減少しましたが、アジア市場は堅調に推移したことから288億９千４百万

円(前年同期比2.1％増)となり、国内売上高は194億５千３百万円(前年同期比2.7％増)となりました。しかしな

がら、米国子会社の取引先の経営破綻による債権の取立て不能見積額に所要の引当を行った事や、デジタル関連

需要の調整が予想を上回った事などにより、収益面では、営業利益は８億２千８百万円(前年同期比70.0％減)、

経常利益は20億２千１百万円(前年同期比48.7％減)、中間純利益は12億８千４百万円(前年同期比29.8％減)とな

りました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 電子関連事業 

 蛍光表示管は、駆動用ＩＣ内蔵のＣＩＧ(チップ・イン・グラス)タイプが自動車向けを中心に好調に推移し

ました。米国市場では、自動車向けオドメーターがメッセージ表示に取り込まれるなど各種表示の複合化によ

る影響と、米国自動車メーカーの販売不振が加わり、売上げは減少しました。欧州市場は、家電機器向けの販

売が伸び悩み、売上げは減少しました。アジア市場では、映像機器向けや音響機器向けが低迷しました。国内

市場では、自動車向けが積極的な拡販活動と製品の特長である視認性の良さが受け入れられ、売上げが増加し

ました。音響機器向けは、携帯オーディオプレーヤーの普及など視聴形態の多様化による影響から売上げは減

少し、映像機器向けもセットメーカーの在庫調整と価格低下があり、売上げは減少しました。こうしたことか

ら、蛍光表示管全体の売上げは、前年同期を下回りました。 

 新製品につきましては、厳しい温度環境で使用でき、高精細・高速応答表示に優れたディスプレイである 

ＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)は、平成18年度からの量産に向け、各種産業・電子機器用

途への製品化のため、国内の生産拠点に新しい生産ラインの建設を進めております。 

 蛍光表示管モジュールは、海外では、米国市場で事務機器向けのＰＯＳ用途が堅調に推移し、欧州市場でマ

ルチメディアＰＣ用途に新規参入するなど、売上げは拡大しました。国内では、学校などの公共施設や病院・

コンビニなど人通りの多い場所で利用されるメッセージモジュール製品などが好調に推移しました。こうした

ことから、売上げは前年同期を上回りました。 

 キーボードおよびスイッチは、主力のアジア市場が増加し、売上げは前年同期を上回りました。 

 ホビー用ラジコン機器は、主力の北米市場向けはＲＴＲ(レディー・ツー・ラン)と呼ばれる車用市場の拡大

が鈍化し、キットメーカー向けＯＥＭ販売と低チャンネルプロポの不振から、売上げは減少しました。欧州・

アジア市場向けも２チャンネルプロポを中心に減少しました。国内市場では、次世代のスペックを誇る１４チ

ャンネルプロポ「Ｔ１４ＭＺ」が好調さを持続し、ヘリ・飛行機用上級機種の９チャンネルプロポも順調に推

移したことから、高級機種のシェアが拡大しました。また、初心者向け２チャンネルプロポや飛行機用ＯＥＭ

販売が好調に推移したこともあり、売上げは増加しました。こうしたことから、海外市場の不振により売上げ

は前年同期を下回りました。 

 新製品としては、周波数変更にクリスタル交換を不要としたシンセサイザーシステム搭載のプロポ新機種を

発売し、今後の売上げ増を期待しております。また、最近注目を集めておりますホビーロボット用向けに、ラ

ジコン機器で培った技術を活かしたアクチュエーターや制御用ＣＰＵボードなどの機能部品販売を計画してお

ります。 

 産業用ラジコン機器は、関東エリアで実施された排ガス規制によるトラックの買い替え需要が旺盛なことか

ら、クレーン付き車両向けを中心としたＯＥＭ販売が堅調に推移しました。また、データ通信関連では、製造

工場向けに設備稼動状況の監視や生産工程の管理への利用用途も順調に推移し、売上げは前年同期を上回りま

した。 

 模型用エンジンは、国内・海外市場が共に低調に推移し、売上げは前年同期を下回りました。 

 なお、デジタル位置読取装置事業は、昨年10月１日に営業譲渡しております。 

 以上の結果、当事業の外部顧客に対する売上高は295億３千５百万円(前年同期比3.0％減)、営業損失は３億

５千５百万円(前年同期は営業利益10億７百万円)となりました。 



② 生産器材事業 

 生産器材事業では、金型市場は、鋼材価格の高騰もあって厳しい状況が続き、国内メーカーの海外生産移転

が進む一方、大手メーカーは製品開発力や競争力強化のため金型内製化を進めており、加工度の高い金型用部

品の国内需要が増加するなど、好転の兆しが見えてまいりました。 

 こうしたなかで、プレス・モールド金型用部品、プレシジョンプレートにつきましては、国内市場では、金

型の開発期間短縮と高精度を確保するため、金型内製化を指向するメーカーの加工領域の一部を新たに事業分

野として取り込み、業容の拡大をはかりました。そのため、お客様に付加価値の高いサービスを提供する目的

で、高品質な標準品をベースとして、様々な追加加工・全加工の対応を可能とした専用工場を千葉県長生郡長

南町に完成させ、操業を開始しております。また、グローバル展開をはかるため、今後大きな発展が予想され

る中国金型市場に対し、当社の固有技術による一貫生産体制での優れた金型用部品を提供する製造子会社を、

江蘇省昆山市(上海市近郊)に設立し、工場建設を開始しました。さらに、生産と販売の連携強化をはかるた

め、ＩＴを駆使したコンピュータによる統合管理システムを新たに稼動させるなど、市場ニーズにマッチした

品質と市場価格に対応するコストの実現に向け、積極的な投資と生産・販売活動を推進しました結果、売上げ

は前年同期を上回りました。海外市場では、アジアの各拠点において拡販に努めた結果、韓国を中心としたア

ジア市場向けが好調に推移し、売上げは前年同期を上回りました。 

 以上の結果、当事業の外部顧客に対する売上高は188億１千１百万円(前年同期比12.1％増)、営業利益は11

億８千４百万円(前年同期比32.6％減)となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 電子関連事業の蛍光表示管は、国内市場では、自動車向けが積極的な拡販活動と製品の特長である視認性の

良さが受け入れられ、売上げが増加しました。音響機器向けは、携帯オーディオプレーヤーの普及など視聴形

態の多様化による影響から売上げは減少し、映像機器向けもセットメーカーの在庫調整と価格低下があり、売

上げは減少しました。ラジコン機器は、国内市場では、高級機種のシェアが拡大し、初心者向け２チャンネル

プロポや飛行機用ＯＥＭ販売も好調に推移しましたが、海外市場の不振により売上げは減少しました。 

 生産器材事業のプレス・モールド金型用部品、プレシジョンプレートにつきましては、金型の開発期間短縮

と高精度を確保するため、金型内製化を指向するメーカーの加工領域の一部を新たに事業分野として取り込

み、業容の拡大をはかりました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は228億６千７百万円(前年同期比2.0％減)、営業利益は11億７千３百万

円(前年同期比33.5％減)となりました。 

② 米州 

 電子関連事業の蛍光表示管モジュールは、事務機器向けのＰＯＳ用途が堅調に推移しました。蛍光表示管

は、自動車向けオドメーターがメッセージ表示に取り込まれるなど各種表示の複合化による影響と、米国自動

車メーカーの販売不振が加わり、売上げは減少しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は81億３千２百万円(前年同期比2.1％減)となりました。営業損益は取

引先の経営破綻による債権の取立て不能見積額について引当を計上した事も影響し、８億３百万円の損失(前

年同期２億５千６百万円の営業利益)となりました。 

③ 欧州 

 電子関連事業の蛍光表示管モジュールは、マルチメディアＰＣ用途に新規参入するなど、売上げは拡大しま

したが、蛍光表示管は、家電機器向けの販売が伸び悩み、売上げは減少しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は20億７千６百万円(前年同期比8.8％減)、営業利益は３百万円(前年同

期比83.6％減)となりました。 

④ アジア 

 電子関連事業のキーボードおよびスイッチは、主力のアジア市場が増加し売上げは前年を上回りましたが、

蛍光表示管は、主力の映像機器向けや音響機器向けが低迷しました。 

 生産器材事業においては、アジアの各拠点において拡販に努めた結果、韓国を中心としたアジア市場が好調

に推移し売上増加に貢献しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は152億７千万円(前年同期比14.7％増)、営業利益は７億６千３百万円

(前年同期比93.1％増)となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による収入の減少や

借入金の返済による支出により前中間連結会計期間に比べ44億８千万円減少(前年同期比7.4％減)し、561億２千７

百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は41億７千９百万円(前年同期比9.4％減)となりました。 

 これは主に、税金等調整前中間純利益14億１千１百万円および減価償却費29億８千１百万円などの増加によるもの

であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は19億５千３百万円(前年同期比77.2％減)となりました。 

 これは主に、定期預金の預入による支出49億２千５百万円、有形固定資産の取得による支出38億８千７百万円、投

資有価証券の取得による支出９億８千５百万円と、定期預金の払戻による収入43億２千５百万円、投資有価証券の売

却による収入12億９千５百万円などによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は49億８千万円(前年同期は13億８千８百万円の資金獲得)となりました。 

 これは主に、短期借入れによる収入43億７千５百万円と、長期借入金の返済による支出52億７千９百万円、短期借

入金の返済による支出29億３千万円、配当金の支払額10億４千５百万円などによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 (注)１．セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。 

２．金額は売価換算値で表示しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 製品の性質上、原則として需要予測に基づく見込み生産を主体としておりますので記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 (注)１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売

実績に対する割合は、当該割合が100分の10以上の相手先が無いため、記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループ(当社および連結子会社)は、経営基盤をグローバルに拡大・形成するなかで事業を展開しており、

より激化する競争関係、需要構造の変化などに立ち向かうため、国際的な視点に立った収益基盤の強化・充実と共

に、顧客満足度に適合させた高品質・高付加価値製品のタイムリーな市場投入により各事業の収益拡大をはかり、

企業価値の向上を目指します。 

 まず、海外展開にあっては、電子関連事業の蛍光表示管では、中国・広東省にある製造子会社に一貫生産体制の

構築を目的とした部品製造ラインを新設しました。これにより、国内生産に加え、台湾、フィリピンを含めた４拠

点による、安定した供給体制の向上をはかると共に、いままでにも増して需要構造の変化や価格競争に柔軟に対応

できる体制を構築してまいります。ホビー用ラジコン機器では、中国現地企業および台湾子会社との３社合弁によ

る子会社を中核として中国での販売・普及を強化促進してまいります。さらに、生産器材事業では、中国江蘇省昆

山市にて新工場を、タイの子会社にて工場増設、さらに中国広東省、韓国、ベトナムの子会社にて設備の増強を積

極的に推進し、グローバルな生産体制の下での効率化を進め、さらなるコスト低減を行ってまいります。 

 国内においては、次世代フラットパネルディスプレイであるＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)

の量産ラインを千葉県の長生工場に構築中であり、早期稼動に向けて注力してまいります。 

 また、生産器材事業では、顧客の要望である短納期化および高精度化へ対応し、「加工の双葉」のコンセプトの

下で業容の拡大をはかってまいります。さらに、ネットワーク社会の進展にあわせ、ＩＴを駆使した受注・販売シ

ステムの活用を進め、製販連携による顧客密着型の事業展開をはかります。 

 研究・開発面では、業界の需要動向を的確につかみ、顧客が希求し、その価値を評価し得る製品の開発を目指す

と共に、次世代製品の開発にも注力いたします。これらを実現する上で、当社グループ内での研究開発にとどまら

ず、会社の経営方針に適合した国内外のベンチャー企業などとの提携や有用な人材の確保を進めます。 

 環境対応につきましては、地球環境の保全と継続的な改善が当社の責務であると捉え、地球環境に配慮する当社

グループの積極的な経営姿勢を表明するため、引き続き環境報告書の社外公表を行ってまいります。さらに、海外

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

前年同期比(％) 

電子関連事業(百万円) 26,607 92.9 

生産器材事業(百万円) 16,885 108.1 

    合計(百万円) 43,493 98.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

前年同期比(％) 

電子関連事業(百万円) 29,535 97.0 

生産器材事業(百万円) 18,811 112.1 

    合計(百万円) 48,347 102.3 



に展開している当社子会社のＩＳＯ14001の認証取得を促進すると共に、グローバルに展開されている「グリーン調

達」などへの迅速な対応体制を構築し、業績向上と両立する環境経営の実践を進めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。  

  

５【研究開発活動】 

 当社グループ(当社および連結子会社)は、「産業界に基礎器材を提供する」との基本理念の下に、当社の商品開

発センターが新技術・新製品開発を中心に研究開発活動を推進し、各事業部門では国内外の子会社と一体となり既

存製品の改良や、その応用展開のための製品開発および製造設備の自社製作までを含めた生産技術に関する開発活

動を行っております。また、グループ全体としての技術力向上と顧客の要求する高付加価値製品の開発に資する知

的財産の蓄積をはかると共に、大学との共同研究やベンチャー企業との共同開発にも積極的に取組んでおります。

(1) 電子関連事業 

電子関連事業につきましては、蛍光表示管およびそのモジュール製品を中心とする電子ディスプレイ分野と、

ホビーおよび産業用途向けの無線機器分野を事業領域としており、それぞれの分野における研究開発活動は、以

下のとおりであります。 

① 電子ディスプレイ分野 

蛍光表示管につきましては、顧客要求に対応すべく、高精細・高輝度化のための研究開発に注力しておりま

す。高精細化については、256×64ドット(ドットピッチ0.25㎜)の16階調のグラフィック蛍光表示管を開発

し、車載用途への採用が決定いたしました。高輝度化につきましても、6万cd／㎡の超高輝度アクティブマト

リクス方式による蛍光表示管の寿命特性の改善を進め、車載用ヘッドアップディスプレイへの展開をはかって

おります。また、駆動用ＩＣを内蔵し、セットへの実装を容易にしたＣＩＧ(チップ・イン・グラス)蛍光表示

管では、ＩＣのラインアップの強化やモジュール化を進めた結果、オーディオ製品、車載用ＥＴＲ(エレクト

ロニック・チューニング・ラジオ)や小型分野での各種インフォメーション表示として採用されました。その

他、蛍光表示管モジュールとしては、赤外線通信対応メッセージやマルチメディアＰＣ用の表示装置としての

開発も進めております。さらに、蛍光表示管を書込み光源とする蛍光発光プリントヘッドについては、高品

質・低コスト、かつ小型で取り扱い容易な露光機構を開発し、ミニラボへの採用が決定しています。 

 ＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)につきましては、モノクロ、マルチカラー画像表示分野

を当面の主要対象市場と位置付け、用途開発に努めました。また、ＣＮＴ(カーボン・ナノ・チューブ)を電子

源とするタイプのＦＥＤについても、引続き開発を推進し、特性改善に取組んでおります。さらに、環境負荷

の低減をはかる材料開発や、工程の自動化等生産技術に関する開発活動にも継続して注力しています。 

② ラジコン機器分野 

ホビー用ラジコンにつきましては、業界初の高分解能、かつ高速応答を実現した１４チャンネル新ＰＣＭ

(パルス・コード・モジュレーション)方式による模型ラジオコントロール用送・受信システムの製品化に引続

き、本技術の応用展開として、下位モデルの開発を進めております。また、周波数設定用クリスタルの交換を

不要とする、シンセサイザー方式の送・受信機の展開をはかり、逐次市場に投入しております。 

 さらに、これまでの開発を通じて培ってきたサーボ技術を展開すべく、ホビー用ヒューマノイドロボット用

部品の開発を引続き推進し、制御ソフトウェアを搭載したＣＰＵボードおよびアクチュエータの製品化を完了

し、アクチュエータについては、小型軽量化あるいは高トルク化を実現するための開発を継続しております。



模型用エンジンにつきましては、新たに開発したヘリコプター用エンジン(90クラス)搭載機が、ワールドワ

イドの競技会で上位を独占し、また大型４サイクルエンジンを搭載した飛行機も競技会で上位入賞する等、フ

ィールドでその開発成果が実証されました。さらに新たなテーマとして、ガソリンエンジンの開発に着手いた

しました。 

 産業用ラジコンにつきましては、当社で開発したＳＳ(スプレッド・スペクトラム)無線モデムの応用展開を

はかるべく、小型・省電力化、長距離通信化、高速化へ向けての開発を行ない、当中間連結会計期間は、高速

通信速度をもつ無線モデムを開発いたしました。また、エネルギー計測(電力量、ガス使用量等)用途向けの 

Ｉ／Ｏユニットの製品化もはかりました。さらに、近距離通信用のフィーダー無線システムや工場での出荷管

理システムに応用可能なバーコード端末等も継続して開発を行なっております。 

 以上を含め、当事業における研究開発費は、16億９千３百万円となりました。 

(2) 生産器材事業 

 生産器材事業につきましては、「標準の双葉から加工の双葉へ」のコンセプトの下に、主たるユーザである金

型製作者が製品部の金型製作に注力できるよう、金型を組込むために必要となるダイセットやモールドベースに

対する形状加工や穴加工を行なう事業への展開を進めております。このための高精度加工専用機の開発やＩＴを

活用した自動生産ラインを構築すべく、ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの構築に注力いたしました。 

 金型設計購買支援ソフトの「図換シリーズ」につきましては、顧客側での使い易さを向上させるうえで、図形

表示の拡大／縮小機能の付加、簡易計測や計測結果の保存機能を拡充させる等の改良を行ないました。中・長期

的には、「図換」ソフトとＣＡＤシステムとの連携を密にした金型製作システムの開発に取組んでおります。 

 省力機器につきましては、加工材料の送り長さと速度をデジタル設定するだけで運転可能なＮＣグリップフィ

ーダを開発いたしました。さらに、精密成形分野での使用を企図した超小型電動射出成形機の開発にも着手いた

しました。 

 一方、金型計測装置であるモールドマーシャリングシステムでは、金型内の圧力計測に加え、温度計測を可能

とするセンサーの開発を行なっております。 

 以上を含め、当事業における研究開発費は、１億１千５百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 196,099,900 

計 196,099,900 

種類 
中間会計期間末現在発行
数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 47,386,739  同左 
東京証券取引所 

(市場第一部) 
－ 

計 47,386,739  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日 
 － 47,386,739  － 22,558 － 21,594 



(4）【大株主の状況】 

 (注)１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２．当社は、自己株式1,951千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため、上記大株主から除外し

ております。 

３．スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドから平成15年10月23日付で提出された大量

保有報告書により同日現在で2,422,900株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計

期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドの大量保有報告書の内容は以下のとおり

であります。 

 大量保有者名  スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッド 

 住所      181 ユニバーシティ アベニュー，スィート 1300 トロント，オンタリオ 

 カナダ M5H 3M7 

 保有株券等の数 株式 2,422,900株 

 株券等保有割合 5.22％ 

なお、発行済株式総数に対する株券等保有割合は5.11％であります。 

  

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

財団法人双葉電子記念財団 千葉県茂原市大芝629番地 3,255 6.87 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,096 6.53 

細矢 礼二 千葉県茂原市早野2424番地の２ 2,741 5.78 

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 1,727 3.64 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,629 3.43 

ノーザン トラスト カンパ
ニー エイブイエフシー サ
ブアカウント アメリカン 
クライアント 
(常任代理人 香港上海銀行
東京支店) 

155，ビショップスゲート ロンドン 
EC2M 3XS，英国 
  
  
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

1,626 3.43 

衛藤 通彦 千葉県茂原市茂原1551番地の13 1,069 2.25 

衛藤 捷己 千葉県茂原市六ッ野2044番地３ 1,069 2.25 

鷲山 秀次郎 千葉県茂原市東茂原11番地92 1,069 2.25 

桜田 恵美子 千葉県茂原市東茂原12番地63 1,069 2.25 

計 － 18,356 38.74

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,096千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,629千株



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)における市場相場であります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,951,200 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 45,375,900 453,759 － 

単元未満株式 普通株式    59,639 － 
一単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数 47,386,739 － － 

総株主の議決権 － 453,759 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

双葉電子工業株式会社 
千葉県茂原市大芝629

番地 
1,951,200 － 1,951,200 4.11 

計 － 1,951,200 － 1,951,200 4.11 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 3,150 3,010 3,100 3,000 2,955 2,860 

最低(円) 2,800 2,780 2,930 2,805 2,760 2,715 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 精機事業部副事業部長  取締役 精機事業部海外担当  子野日 邦夫 平成17年８月11日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１  現金及び預金 ※２   67,167 62,243   67,020 

２  受取手形及び売掛
金 

    26,003 26,467   25,138 

３  有価証券     1,589 4,415   1,347 

４  たな卸資産     15,005 16,205   15,829 

５  繰延税金資産     2,603 3,015   1,941 

６  その他 ※４   5,054 5,510   5,099 

    貸倒引当金     △285 △1,105   △279 

流動資産合計     117,137 57.1 116,752 56.0   116,097 55.2

Ⅱ 固定資産           

１  有形固定資産           

(1）建物及び構築物 
※１ 
※２ 

16,261   17,504 16,895   

(2）機械装置及び運
搬具 

※１ 
※２ 

14,415   16,375 15,312   

(3）工具器具及び備
品 

※１ 1,888   1,953 1,842   

(4）土地 ※２ 16,133   16,294 16,290   

(5）建設仮勘定   1,812 50,510 24.7 1,690 53,818 25.8 1,392 51,734 24.5

２  無形固定資産     899 0.4 1,365 0.6   1,054 0.5

３  投資その他の資産 ※２         

(1）投資有価証券   20,384   23,090 22,069   

(2）長期貸付金   1,278   1,151 1,336   

(3）繰延税金資産   433   620 535   

(4）その他   14,654   12,073 17,968   

貸倒引当金   △293 36,458 17.8 △290 36,645 17.6 △296 41,612 19.8

固定資産合計     87,869 42.9 91,829 44.0   94,401 44.8

資産合計     205,006 100.0 208,581 100.0   210,499 100.0

            

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１  支払手形及び買掛
金 

    8,000 8,665   7,862 

２  短期借入金 ※２   6,007 4,732   8,717 

３  未払費用     3,187 3,289   3,253 

４  未払法人税等     1,913 1,349   615 

５  繰延税金負債     81 63   128 

６  賞与引当金     1,873 1,830   1,695 

７  その他     3,879 4,015   6,063 

流動負債合計     24,943 12.2 23,946 11.5   28,336 13.4

Ⅱ 固定負債           

１  長期借入金 ※２   252 174   188 

２  繰延税金負債     829 3,314   2,841 

３  退職給付引当金     410 493   463 

４  その他     0 28   0 

固定負債合計     1,493 0.7 4,011 1.9   3,495 1.7

負債合計     26,436 12.9 27,957 13.4   31,831 15.1

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     3,476 1.7 3,932 1.9   3,933 1.9

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     22,558 11.0 22,558 10.8   22,558 10.7

Ⅱ 資本剰余金     21,594 10.5 21,594 10.4   21,594 10.3

Ⅲ 利益剰余金     141,867 69.2 140,174 67.2   140,223 66.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,126 0.5 2,545 1.2   1,528 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     △7,243 △3.5 △5,359 △2.6   △6,353 △3.0

Ⅵ 自己株式     △4,811 △2.3 △4,820 △2.3   △4,817 △2.3

資本合計     175,092 85.4 176,692 84.7   174,734 83.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    205,006 100.0 208,581 100.0   210,499 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

                   

Ⅰ 売上高     47,243 100.0   48,347 100.0   93,178 100.0

Ⅱ 売上原価     34,805 73.7   36,787 76.1   69,826 74.9

    売上総利益     12,437 26.3   11,559 23.9   23,351 25.1

 Ⅲ  販売費及び一般管理
費 

※１   9,674 20.5   10,731 22.2   19,323 20.8

    営業利益     2,763 5.8   828 1.7   4,028 4.3

Ⅳ 営業外収益                  

１  受取利息   260    380    597    

２  受取配当金   73    90    121    

３  為替差益   798    541    258    

４  その他   346 1,480 3.1 599 1,612 3.4 857 1,834 2.0

Ⅴ 営業外費用                  

１  支払利息   78    128    157    

２  貸倒引当金繰入額   103    －    196    

３  その他   123 305 0.6 290 419 0.9 187 542 0.6

    経常利益     3,937 8.3   2,021 4.2   5,320 5.7

Ⅵ 特別利益                  

１  固定資産売却益 ※２ 13    18    26    

２  投資有価証券売却
益 

  13    57    73    

３  その他   1 28 0.1 6 82 0.2 1 102 0.1

Ⅶ 特別損失                  

１  固定資産売却損 ※３ 6    3    9    

２  固定資産廃棄損 ※４ 81    154    163    

３  減損損失 ※５ 1,002    37    1,002    

４  特別退職金   －    372    －    

５  役員退職慰労金   －    106    －    

６  その他   124 1,215 2.6 17 692 1.5 728 1,905 2.0

    税金等調整前中間
(当期)純利益 

    2,750 5.8   1,411 2.9   3,518 3.8

    法人税、住民税及び
事業税 

  2,065    1,530    961    

    法人税、住民税及び
事業税還付額等   53    93    144    

    法人税等調整額   △1,110 900 1.9 △1,415 21 0.0 1,334 2,150 2.4

    少数株主利益     20 0.0   104 0.2   136 0.1

    中間(当期)純利益     1,829 3.9   1,284 2.7   1,230 1.3

           



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     21,594 21,594   21,594

Ⅱ 資本剰余金増加高       

自己株式処分差益   0 0 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    21,594 21,594   21,594

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     141,155 140,223   141,155

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間（当期）純利益   1,829 1,829 1,284 1,284 1,230 1,230

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   1,045 1,045 2,090 

２ 役員賞与   3 5 3 

３ 連結子会社増加に伴
う減少高 

  69 1,117 283 1,333 69 2,162

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    141,867 140,174   140,223

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)純
利益 

  2,750 1,411 3,518

減価償却費   2,725 2,981 5,916

減損損失   1,002 37 1,002

貸倒引当金の増加額    142 799 145

退職給付引当金の増加額   1 27 14

前払年金費用の減少額    344 496 686

受取利息及び受取配当金   △334 △470 △718

支払利息   78 128 157

為替差益   △495 △494 △225

有形固定資産売却益   △13 △18 △26

有形・無形固定資産廃棄・
売却損 

  88 158 173

投資有価証券評価売却損益
(△売却益) 

  △13 △41 523

特別退職金   － 372 －

役員退職慰労金   － 106 －

その他の特別利益   △1 － △1

その他の特別損失   124 － 130

売上債権の増加額   △1,076 △725 △31

たな卸資産の減少額(△増
加額) 

  △2,339 60 △2,389

仕入債務の増加額(△減少
額) 

  △17 137 △137

役員賞与の支払額   △4 △5 △4

その他   626 △248 682

小計   3,589 4,712 9,417

利息及び配当金の受取額   355 478 715

利息の支払額   △68 △125 △156

特別退職金の支払額   － △372 －

役員退職慰労金の支払額   － △106 －

その他の特別利益   1 － 1

その他の特別損失   △51 － △65

法人税等の支払額   △629 △791 △1,225

法人税等の還付額   1,414 383 1,421

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  4,611 4,179 10,107

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出   △4,276 △4,925 △10,180

定期預金の払戻による収入   866 4,325 4,808

有価証券の取得による支出   △534 △66 △579

有価証券の売却及び償還に
よる収入 

  809 534 1,339

投資有価証券の取得による
支出 

  △966 △985 △3,521

投資有価証券の売却による
収入 

  374 1,295 2,445

有形固定資産の取得による
支出 

  △2,764 △3,887 △7,862

有形固定資産の売却による
収入 

  91 160 139

貸付けによる支出   △34 △378 △546

貸付金の回収による収入   45 31 90

その他   △2,163 1,943 △3,636

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △8,551 △1,953 △17,503

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入れによる収入   5,584 4,375 10,512

短期借入金の返済による支
出 

  △1,690 △2,930 △4,995

長期借入れによる収入   40 － 731

長期借入金の返済による支
出 

  △1,415 △5,279 △1,781

自己株式の取得による支出   △3 △3 △10

自己株式の売却による収入   0 0 0

少数株主への配当金の支払
額 

  △81 △97 △81

配当金の支払額    △1,045 △1,045 △2,090

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,388 △4,980 2,285

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  1,163 515 1,268

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

  △1,387 △2,238 △3,842

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  61,864 58,153 61,864

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現
金同等物の増加額 

  131 212 131

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

 ※ 60,607 56,127 58,153

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 (1） 連結子会社の数は21社であ

り、主要な連結子会社名は、

小川精機㈱、台湾双葉電子股

份有限公司、世進電子㈱、起

信精機㈱、フタバ・コーポレ

ーション・オブ・ザ・フィリ

ピン、フタバ・コーポレーシ

ョン・オブ・アメリカ、富得

巴(香港)有限公司、フタバ・

ヨーロッパ・ゲー・エム・ベ

ー・ハー、フタバデンシ・コ

ーポレーション(シンガポー

ル)プライベート・リミテッ

ドであります。 

 なお、前連結会計年度まで

持分法非適用の非連結子会社

であったフタバ・ジェイ・テ

ィ・ダブリュー（タイラン

ド）リミテッドについては、

重要性が増したため、当中間

連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

  

(1） 連結子会社の数は23社であ

り、主要な連結子会社名は、

小川精機㈱、台湾双葉電子股

份有限公司、世進電子㈱、起

信精機㈱、フタバ・コーポレ

ーション・オブ・ザ・フィリ

ピン、フタバ・コーポレーシ

ョン・オブ・アメリカ、富得

巴(香港)有限公司、フタバ・

ヨーロッパ・ゲー・エム・ベ

ー・ハー、フタバデンシ・コ

ーポレーション(シンガポー

ル)プライベート・リミテッ

ドであります。 

 なお、前連結会計年度まで

持分法非適用の非連結子会社

であったフタバ(ベトナム)カ

ンパニー・リミテッドについ

ては、重要性が増したため、

双葉精密模具(中国)有限公司

は新規設立のため、当中間連

結会計期間より連結の範囲に

含めております。 

  

(1） 連結子会社の数は21社であ

り、主要な連結子会社名は、

小川精機㈱、台湾双葉電子股

份有限公司、世進電子㈱、起

信精機㈱、フタバ・コーポレ

ーション・オブ・ザ・フィリ

ピン、フタバ・コーポレーシ

ョン・オブ・アメリカ、富得

巴(香港)有限公司、フタバ・

ヨーロッパ・ゲー・エム・ベ

ー・ハー、フタバデンシ・コ

ーポレーション(シンガポー

ル)プライベート・リミテッド

であります。 

 なお、前連結会計年度まで

持分法非適用の非連結子会社

であったフタバ・ジェイ・テ

ィ・ダブリュー（タイラン

ド）リミテッドについては、

重要性が増したため、当連結

会計年度より連結の範囲に含

めております。 

  

  (2）主要な非連結子会社名 

 フタバビジネスシステム

㈱、フタバ（ベトナム）カン

パニー・リミテッドでありま

す。 

  

(2）主要な非連結子会社名 

 フタバビジネスシステム

㈱、双葉電子科技開発(北京)

有限公司であります。 

(2）主要な非連結子会社名 

   フタバビジネスシステム

㈱、フタバ（ベトナム）カン

パニー・リミテッドでありま

す。 

  (3） 非連結子会社10社の合計の

総資産、売上高・中間純損益

(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除

外しております。 

(3） 非連結子会社８社の合計の

総資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除

外しております。 

(3） 非連結子会社９社の合計の

総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1） 持分法適用の非連結子会社

はありません。 

  

 (1）        同左  (1）        同左 

  (2） 持分法適用の関連会社は、

セジン／サンキョー・コント

ロール・デバイスイズ・カン

パニー・リミテッドでありま

す。 

  

 (2）        同左  (2）        同左 

  (3） 持分法非適用の非連結子会

社および関連会社のうち主要

な会社等の名称 

フタバビジネスシステム㈱、

フタバ（ベトナム）カンパニ

ー・リミテッドであります。 

 なお、前連結会計年度まで

持分法非適用の非連結子会社

であったフタバ・ジェイ・テ

ィ・ダブリュー（タイラン

ド）リミテッドについては、

重要性が増したため、当中間

連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

  

(3） 持分法非適用の非連結子会

社および関連会社のうち主要

な会社等の名称  

フタバビジネスシステム㈱、

双葉電子科技開発(北京)有限

公司であります。 

 なお、前連結会計年度まで

持分法非適用の非連結子会社

であったフタバ(ベトナム)カ

ンパニー・リミテッドについ

ては、重要性が増したため、

当中間連結会計期間より連結

の範囲に含めております。 

(3） 持分法非適用の非連結子会

社および関連会社のうち主要

な会社等の名称 

フタバビジネスシステム㈱、

フタバ（ベトナム）カンパニ

ー・リミテッドであります。 

 なお、前連結会計年度まで

持分法非適用の非連結子会社

であったフタバ・ジェイ・テ

ィ・ダブリュー（タイラン

ド）リミテッドについては、

重要性が増したことにより、

当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。 

  (4）持分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない非

連結子会社(フタバビジネス

システム㈱、フタバ（ベトナ

ム）カンパニー・リミテッド

他)および関連会社(世進(広

州)電子有限公司他)は、それ

ぞれ中間純損益(持分に見合

う額)および利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても中間

連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。 

(4）持分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない非

連結子会社(フタバビジネス

システム㈱、双葉電子科技開

発(北京)有限公司他)および

関連会社(世進(広州)電子有

限公司他)は、それぞれ中間

純損益(持分に見合う額)およ

び利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

(4）持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、いず

れも連結純損益および利益剰

余金等に重要な影響を及ぼし

ておらず、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。 

   会社名   中間決算日 

富得巴国際貿易  ６月30日※１ 

(上海)有限公司  

富得巴貿易(深圳) ６月30日※１ 

有限公司 

富得巴精模(深圳) ６月30日※１ 

有限公司 

双葉電子部品   ６月30日※１ 

(恵州)有限公司   

※１ 中間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。  

   会社名   中間決算日 

富得巴国際貿易  ６月30日※１ 

(上海)有限公司  

富得巴貿易(深圳) ６月30日※１ 

有限公司 

富得巴精模(深圳) ６月30日※１ 

有限公司 

双葉電子部品   ６月30日※１ 

(恵州)有限公司  

双葉精密模具      ６月30日※１ 

(中国)有限公司  

※１ 中間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。 

 連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる会社は次のとおりであ

ります。  

   会社名   決算日 

富得巴国際貿易  12月31日※１ 

(上海)有限公司  

富得巴貿易(深圳) 12月31日※１ 

有限公司 

富得巴精模(深圳) 12月31日※１ 

有限公司 

双葉電子部品   12月31日※１ 

(恵州)有限公司   

※１ 連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 (1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 (1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

    ① 有価証券   ① 有価証券   ① 有価証券 

       売買目的有価証券 

     時価法(売却原価は先入先

出法により算定)     

   満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

   売買目的有価証券 

同左 

  

   満期保有目的の債券 

同左 

   売買目的有価証券 

同左 

  

    満期保有目的の債券 

同左 

     その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

     その他有価証券 

     時価のあるもの 

     連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

     時価のないもの 

   移動平均法による原価 

法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

   ② デリバティブ 

    時価法 

  ② デリバティブ 

同左 

  ② デリバティブ 

同左 

    ③ 運用目的の金銭の信託 

       時価法 

   ③ 運用目的の金銭の信託 

     同左         

  ③ 運用目的の金銭の信託 

同左 

    ④ たな卸資産 

       製品 

   当社および国内連結子

会社は、主に総平均法によ

る原価法。在外連結子会社

は、主に移動平均法による

低価法。 

       仕掛品 

   当社および国内連結子

会社は、主に総平均法によ

る原価法。在外連結子会社

は、主に移動平均法による

低価法。 

 ④ たな卸資産 

        製品 

同左 

  

  

  

  

        仕掛品 

同左 

  

  

  

  

 ④ たな卸資産 

        製品 

同左 

  

  

  

  

        仕掛品 

同左 

  

  

  

  

      原材料 

    移動平均法による低価  

法 

       原材料 

同左 

       原材料 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   (2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法  

 (2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法  

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法  

     ①  有形固定資産 

     建物 

    当社および国内連結子会

社は定額法によっておりま

す。在外連結子会社は、主と

して当該国の会計基準の規定

による定率法および定額法。

取得価額で連結合計額に対し

約７％が定率法。 

  ① 有形固定資産 

    建物 

  当社および国内連結子会社

は定額法を採用しておりま

す。在外連結子会社は、主と

して当該国の会計基準の規定

による定率法および定額法。

取得価額で連結合計額に対し

約６％が定率法。 

  ① 有形固定資産 

    建物 

   当社および国内連結子会社

は定額法によっております。

在外連結子会社は、主として

当該国の会計基準の規定によ

る定率法および定額法。取得

価額で連結合計額に対し約

６％が定率法。 

       建物以外の資産 

    当社および国内連結子会

社は定率法によっておりま

す。在外連結子会社は、当該

国の会計基準の規定による定

率法および定額法。取得価額

で連結合計額に対し約26％が

定額法。 

 主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物 

15年～31年 

 機械装置及び運搬具 

５年～10年 

    建物以外の資産 

   当社および国内連結子会

社は主として定率法を採用し

ております。在外連結子会社

は、当該国の会計基準の規定

による定率法および定額法。

取得価額で連結合計額に対し

約32％が定額法。 

 主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物 

15年～31年 

 機械装置及び運搬具 

５年～10年 

    建物以外の資産 

   当社および国内連結子会社

は主に定率法によっておりま

す。在外連結子会社は、当該

国の会計基準の規定による定

率法および定額法。取得価額

で連結合計額に対し約29％が

定額法。 

 主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物及び構築物 

15年～31年 

 機械装置及び運搬具 

５年～10年 

    ② 無形固定資産 

    定額法によっておりま

す。 

    なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(主に５年)

に基づく定額法によっており

ます。 

   ② 無形固定資産 

      定額法を採用しておりま

す。 

       なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(主に５年)

に基づく定額法を採用してお

ります。 

  

   ② 無形固定資産 

同左 

   (3）重要な引当金の計上基準  (3）重要な引当金の計上基準  (3）重要な引当金の計上基準 

    ① 貸倒引当金 

       債権の貸倒による損失に

備えるため、主として一般債

権については、貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

    ① 貸倒引当金 

    売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、当社及

び連結子会社は主として一般

債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

    ① 貸倒引当金 

       債権の貸倒による損失に備

えるため、主として一般債権

については、貸倒実績率によ

る計算額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

    ② 賞与引当金 

       従業員に対する賞与の支

給に充てるため、当社および

国内連結子会社ならびに一部

の在外連結子会社において、

支給見込額に基づき計上して

おります。 

    ② 賞与引当金 

       当社および国内連結子会

社ならびに一部の在外連結子

会社は、従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。 

   ② 賞与引当金 

       従業員に対する賞与の支給

に充てるため、当社および国

内連結子会社ならびに一部の

在外連結子会社において、支

給見込額に基づき計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     ③  退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備え

るため、当社および国内連結

子会社ならびに一部の在外連

結子会社において当連結会計

年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末

において、発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

      なお、当中間連結会計期

間末においては、年金資産見

込額が退職給付債務見込額に

未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しているた

め、当該超過額を前払年金費

用として投資その他の資産の

「その他」に含めて表示して

おります。 

      過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数(10年)に

よる定額法により按分した額

を費用処理しております。 

      数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数(10

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

  ③  退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備え

るため、当社および国内連結

子会社ならびに一部の在外連

結子会社において当連結会計

年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末

において、発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

      なお、当中間連結会計期

間末においては、年金資産見

込額が退職給付債務見込額に

未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しているた

め、当該超過額を前払年金費

用として投資その他の資産の

「その他」に含めて表示して

おります。 

      過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した

額を費用処理しております。 

      数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

  ③  退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当社および国内連結子

会社ならびに一部の在外連結

子会社において当連結会計年

度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

    なお、当連結会計年度末に

おいては、年金資産見込額が

退職給付債務見込額に未認識

数理計算上の差異を加減した

額を超過しているため、当該

超過額を前払年金費用として

投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数(10年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数(10年)

による定額法により、その発

生年度の翌連結会計年度から

費用処理することとしており

ます。 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間

連結会計期間末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しておりま

す。 

 なお、在外連結子会社の資産

および負債は、中間連結会計期

間末日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益および費用は

期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分お

よび資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

  

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

  なお、在外子会社等の資産お

よび負債は、中間連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、収益および費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分および資本

の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

     

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

   なお、在外連結子会社等の資

産および負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、収益および費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分および資本

の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

   当社および国内連結子会社

は、リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

    在外連結子会社は、当該国の

会計制度によって処理しており

ます。 

  

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

  

  

 ①  へッジ会計の方法 

     為替予約については振当処

理の要件を満たしている場合

は、振当処理をしておりま

す。 

  ①  へッジ会計の方法 

同左 

  ①  へッジ会計の方法 

同左 

    ②  へッジ手段とヘッジ対象 

        ヘッジ手段…為替予約 

        ヘッジ対象…外貨建預金

および外貨

建金銭債権

債務  

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…同左 

 へッジ対象…同左 

   ②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…同左 

   ③ へッジ方針 

     内部管理規定に基づき、為

替変動リスクをヘッジしてお

ります。 

  へッジは外貨建預金および

外貨建金銭債権債務の残高の

範囲以内とし、原則として１

年を超える長期ヘッジはしな

い方針であります。 

   ③  へッジ方針 

同左 

   ③  へッジ方針 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ手段の想定元本とヘ

ッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、かつ、ヘッジ

開始時およびその後も継続し

て、相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動を完全に相殺

するものと想定することがで

きるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

  

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 同左 同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準)  ──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴い、当

中間連結会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これにより税

金等調整前中間純利益は1,002百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

     固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴い、当

連結会計年度から同会計基準及び同適用指

針を適用しております。これにより税金等

調整前当期純利益は1,002百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書上、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「持分法による投資損益」は、当中間連結会計期間にお

いて、金額的重要性が乏しいため、「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている「持分法に

よる投資損益」は△28百万円であります。 

（中間連結貸借対照表）  

 証券取引法等の一部を改正する法律（平成16年６月９日法律第97

号）により、投資事業有限責任組合等への出資が証券取引法第２条第

２項に追加され、有価証券とみなされたことに伴い、当中間連結会計

期間から連結貸借対照表において、投資その他の資産の「投資有価証

券」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に含まれる当該出

資の額は1,366百万円であり、前中間連結会計期間末の投資その他の

資産の「その他」に含まれる当該出資の額は1,519百万円でありま

す。  

  

（中間連結損益計算書）  

 「特別退職金」は、前中間連結会計期間まで特別損失の「その他」

に含めて表示しておりましたが、特別損失の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「特別退職金」の金額は13百万

円であります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「特別退職金」および「特別

退職金の支払額」は、前中間連結会計期間は、「その他の特別損失」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、区分掲

記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他の特別損失」に含まれている

「特別退職金」の金額は13百万円、「特別退職金の支払額」は△13百

万円であります。 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

  ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  

                78,296百万円 

   ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

81,705百万円であります。 

   ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                            80,935百万円 

 ※２ 担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産 

  ※２ 担保資産及び担保付債務 

       担保に供している資産は、次のとお

りであります。 

  ※２ 担保資産及び担保付債務 

       担保に供している資産 

      預金 50百万円

    土地 316 

    建物・機械等 1,744 

   計 2,110百万円

   預金   55百万円

   土地  340百万円

   建物・機械等  1,458百万円

   投資その他の
資産  

 2,375百万円

   計  4,228百万円

   預金   55百万円

   土地    347 

   建物・機械等   1,755 

   計  2,158百万円

    担保付債務     担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

    担保付債務 

   短期借入金 1,623百万円

   長期借入金 251 

    計 1,874百万円

      短期借入金 2,463百万円

   長期借入金 174百万円

    計 2,638百万円

   短期借入金 1,632百万円

   長期借入金 186 

    計 1,819百万円

  ３ 偶発債務 

  (1)取引先㈱松栄工機のリース債務に対

する保証 

                        367百万円 

   ３ 偶発債務 

     (1)取引先のリース債務に対する保証 

       株式会社 松栄工機     312百万円 

    ３ 偶発債務 

      (1)取引先のリース債務に対する保証  

        株式会社 松栄工機     338百万円 

    (2)従業員の住宅資金借入金に対する  

保証 

  3百万円  

    (2)従業員の住宅資金借入に対する保 

 証 

  2百万円  

    (2)従業員の住宅資金借入金に対する  

保証 

3百万円  

 ※４ 消費税等の取り扱い 

      仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

 ※４         ──────  ※４         ────── 



(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ※１  販売費及び一般管理費の内訳 

    主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

 ※１ 販売費及び一般管理費の内訳 

    主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

  給与手当・賞与 2,530百万円

  福利厚生費 560 

  退職給付費用 585 

  賞与引当金繰入額 627 

  運賃荷造費 795 

  広告宣伝費 253 

  減価償却費 332 

  研究開発費 1,071 

  給与手当・賞与  2,624百万円

  福利厚生費 576 

  退職給付費用 696 

  賞与引当金繰入額 613 

  運賃荷造費 784 

  広告宣伝費 264 

  貸倒引当金繰入額 818 

  減価償却費 366 

  研究開発費 903 

  給与手当・賞与 5,633百万円

  福利厚生費 1,165 

  退職給付費用 1,232 

  賞与引当金繰入額 624 

  運賃荷造費 1,560 

  広告宣伝費 510 

  減価償却費 713 

  研究開発費 1,928 

 ※２ 固定資産売却益の内訳 

     固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

 ※２  固定資産売却益の内訳  ※２  固定資産売却益の内訳 

     固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

   機械装置及び
車輌運搬具 

 11百万円

  工具器具及び
備品 

2 

    合計 13 

  機械装置及び
車輌運搬具 

  15百万円

    工具器具及び
備品 

   3百万円

    機械装置及び
車輌運搬具 

  22百万円

  工具器具及び
備品 

   4 

    合計 26 

 ※３ 固定資産売却損の内訳 

     固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。 

 ※３  固定資産売却損の内訳  ※３  固定資産売却損の内訳 

     固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。 

  機械装置及び
車輌運搬具 

6百万円

   工具器具及び
備品 

0 

    合計 6 

  機械装置及び
車輌運搬具 

 0百万円

  工具器具及び
備品 

 3百万円

  機械装置及び
車輌運搬具 

 9百万円

  工具器具及び
備品 

 0 

    合計 9 

  ※４ 固定資産廃棄損の内訳 

    固定資産廃棄損の内訳は次のとおり

であります。 

 ※４  固定資産廃棄損の内訳  ※４ 固定資産廃棄損の内訳 

    固定資産廃棄損の内訳は次のとおり

であります。 

  建物及び構築
物 

4百万円

  機械装置及び
車輌運搬具 

29 

  工具器具及び
備品 

22 

  建設仮勘定 23 

    合計 81 

  建物及び構築
物 

 10百万円

  機械装置及び
車輌運搬具 

128百万円

  工具器具及び
備品 

 15百万円

    

  建物及び構築
物 

  20百万円

  機械装置及び
車輌運搬具 

  60 

  工具器具及び
備品 

  36 

  建設仮勘定   45 

  ソフトウエア   1 

    合計 163 

      

 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 当社グループは、損益管理を合理的に行え

る管理会計上の区分によって資産グルーピン

グを行っております。なお、遊休資産につい

ては、物件単位によって資産グルーピングを

行っております。 

 千葉県に保有する遊休不動産において、市

場価格が帳簿価額より下落していることによ

り帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額1,002百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。その内訳は、土地812百万

円、建物189百万円であります。 

 なお、これらの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、固定資産税評価額を

基礎として評価しております。 

場所 用途 種類 

千葉県八日市場

市及び長生郡他 

遊休 

不動産  

土地及び 

建物  

※５         ────── 

       

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当社グループは、損益管理を合理的に行え

る管理会計上の区分によって資産グルーピン

グを行っております。なお、遊休資産につい

ては、物件単位によって資産グルーピングを

行っております。 

 千葉県に保有する遊休不動産において、市

場価格が帳簿価額より下落していることによ

り帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額1,002百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。その内訳は、土地812百万

円、建物189百万円であります。 

 なお、これらの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、固定資産税評価額を

基礎として評価しております。 

場所 用途 種類 

千葉県八日市場

市及び長生郡他

遊休 

不動産  

土地及び 

建物  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ※  現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 ※  現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい 

る科目の金額との関係 

 ※  現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の 

金額との関係 

(平成16年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) 

  (百万円)

  現金及び預金勘定 67,167

  有価証券勘定 1,589

  預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△7,104

  株式及び償還期間が３ヶ月
を超える債券等 

△1,044

  現金及び現金同等物 60,607

  百万円

  現金及び預金勘定 62,243

  有価証券勘定 4,415

  預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△9,351

  株式及び償還期間が３ヶ月
を超える債券等 

△1,179

  現金及び現金同等物 56,127

  百万円

  現金及び預金勘定 67,020

  有価証券勘定 1,347

  預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△9,106

  株式及び償還期間が３ヶ月
を超える債券等 

△1,108

  現金及び現金同等物 58,153



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1) 借主側 (1) 借主側 (1) 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間連結会計期間末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具及
び備品 

502 176 326 

機械装置及
び運搬具 

41 28 13 

合計 543 204 339 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具及
び備品 

465 205 260

機械装置及
び運搬具 

35 12 22

合計 501 217 283

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具及
び備品 

497 193 304

機械装置及
び運搬具 

40 30 10

合計 537 223 314

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料中

間連結会計期間末残高が有形固定資産の

中間連結会計期間末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額  ② 未経過リース料期末残高相当額 

  (百万円)

１年以内 142 

１年超 461 

合計 603 

   

１年以内  182百万円 

１年超  640百万円 

合計  822百万円 

   

１年以内  177百万円 

１年超  687百万円 

合計  865百万円 

 (注) 未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額は、未経過リース料中間連結会

計期間末残高が有形固定資産の中間連結

会計期間末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。 

 (注) 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  (百万円)

支払リース料 56 

減価償却費相当額 56 

   

支払リース料  52百万円 

減価償却費相当額  52百万円 

   

支払リース料  108百万円 

減価償却費相当額  108百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

 



次へ  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 貸主側 (2) 貸主側 (2) 貸主側 

   ① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高 

  

  
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円)

工具器具及
び備品 

16 2 13

機械装置及
び運搬具 

568 64 503

合計 584 67 517

取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
(百万円)

工具器具及
び備品 

16 1 14

機械装置及
び運搬具 

447 24 423

合計 464 25 438

未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額  ② 未経過リース料期末残高相当額 

  (百万円)

１年以内 38 

１年超 226 

合計 265 

   

１年以内  174百万円 

１年超  888百万円 

合計  1,062百万円 

   

１年以内  152百万円 

１年超  842百万円 

合計  994百万円 

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引はおおむね

同一の条件で第三者にリースしています

のでほぼ同額の残高が上記の借主側の未

経過リース料中間連結会計期間末残高相

当額に含まれております。 

 (注) 上記金額には、転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料中間期末残高相

当額542百万円(1年以内90百万円、1年超

451百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむ

ね同一の条件で第三者にリースしていま

すのでほぼ同額の残高が上記の(1)借主

側②未経過リース料中間期末残高相当額

に含まれております。 

 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が営業

債権の中間期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定して

おります。 

 (注) 上記金額には、転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料期末残高相当額

553百万円(1年以内85百万円、1年超467

百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむ

ね同一の条件で第三者にリースしていま

すのでほぼ同額の残高が上記の(1)借主

側②未経過リース料期末残高相当額に含

まれております。 

 未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が営業債権の期末

残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。 

  

   ③ 受取リース料及び減価償却費  ③ 受取リース料及び減価償却費 

 受取リース料  42百万円 

減価償却費  41百万円 

受取リース料  25百万円 

減価償却費  25百万円 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  (百万円)

１年以内 90 

１年超 115 

合計 206 

   

１年以内  86百万円 

１年超  119百万円 

合計  205百万円 

   

１年以内  75百万円 

１年超  106百万円 

合計  182百万円 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２. その他有価証券で時価のあるもの 

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 国債・地方債等       1,160 1,167 7 

(2) 社債       － － － 

(3) その他     － － － 

合計 1,160 1,167 7 

  取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式       2,981 4,887 1,905 

(2) 債券            

 ① 国債・地方債等       450 452 1 

② 社債       5,025 5,069 43 

③ その他     － － － 

(3) その他     6,609 6,495 △113 

合計 15,067 16,904 1,837 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券       14 

(2) その他有価証券       

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,197 

② 非上場外国債券 0 

③ 優先出資証券 500 

④ その他 544 



当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２. その他有価証券で時価のあるもの 

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 (注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない非上場株式について13百万円減損処理を行っており

ます。  

  

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 国債・地方債等       1,313 1,287 △25 

(2) 社債       － － － 

(3) その他     － － － 

合計 1,313 1,287 △25 

  取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式       2,981 6,931 3,950 

(2) 債券            

① 国債・地方債等       300 301 1 

② 社債       5,314 5,287 △27 

③ その他     － － － 

(3) その他     5,776 5,993 216 

合計 14,373 18,514 4,140 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券         

  ① 非上場外国債券      13 

② コマーシャルペーパー    2,999 

(2) その他有価証券       

① 非上場株式 805 

② 非上場外国債券 0 

③ 優先出資証券 500 

④ その他 1,603 



前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２. その他有価証券で時価のあるもの 

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 (注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない非上場株式について564百万円減損処理を行っておりま

す。 

  

  
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 国債・地方債等       1,211 1,190 △21 

(2) 社債       － － － 

(3) その他     － － － 

合計 1,211 1,190 △21 

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式       2,981 5,428 2,447 

(2) 債券            

① 国債・地方債等       450 452 2 

② 社債       5,208 5,273 64 

③ その他    － － － 

(3) その他     6,511 6,469 △41 

合計 15,152 17,623 2,471 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券         

  非上場外国債券      15 

(2) その他有価証券       

① 非上場株式 717 

② 非上場外国債券 0 

③ 優先出資証券 500 

④ その他 1,667 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 (注) １. 通貨オプション取引の( )内の金額は、オプション料であります。 

    ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

  中間連結会計期間末残高がないため、該当事項はありません。 

      

前連結会計年度末 (平成17年３月31日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 (注) １. 通貨オプション取引の( )内の金額は、オプション料であります。 

    ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

通貨 オプション取引       

   売建コール 米ドル 667 6 △1 

   (4)     

   買建プット 米ドル 667 1 △2 

    (4)     

合計 － － △4 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

通貨 オプション取引       

   売建コール 米ドル 527 10 △6 

   (3)      

   買建プット 米ドル 527 0 △2 

    (3)      

合計 － － － 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 (注)１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分は使用原材料の共通性、製造方法および製品の類似性、販売経路の共通性により下記の事業区分に

しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

３．営業費用の配分方法の変更 

 提出会社において、ＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)の量産ライン構築および金型追加加

工に係る業容の拡大など急激な事業構造の変化により部門別の費用負担に変化が生じていることを契機に、部

門別損益計算における共通費用の配賦基準を見直しました。 

 これに伴い、セグメント情報において提出会社の共通費用の配分方法を見直し、管理部門の費用について従

来の売上高比等による方法から人員比をより加味する配賦方法に、また、研究開発部門の費用について従来電

子関連事業に賦課していたものを、関連が明確な費用は各セグメントに賦課し、関連が明らかでないものは売

上高で配賦するなど費用特性に応じた配賦方法に変更いたしました。 

 この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、電子関連事業において、営業費用は488百万円減少

し、営業損失は同額減少しております。また、生産器材事業において、営業費用は488百万円増加し、営業利

益は同額減少しております。 

  

  電子関連事業 
(百万円) 

生産器材事業 
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 30,456 16,786 47,243 － 47,243 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
5 6 12 (12) － 

計 30,462 16,793 47,255 (12) 47,243 

営業費用 29,454 15,037 44,492 (12) 44,479 

営業利益 1,007 1,755 2,763 0 2,763 

  電子関連事業 
(百万円) 

生産器材事業 
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 29,535 18,811 48,347 － 48,347 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
6 3 9 (9) － 

計 29,541 18,815 48,357 (9) 48,347 

営業費用 29,897 17,631 47,528 (9) 47,518 

営業利益(又は営業損失) △355 1,184 828 (0) 828 

  電子関連事業 
（百万円） 

生産器材事業 
（百万円） 

計(百万円) 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 59,052 34,125 93,178 － 93,178 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11 8 20 (20) － 

計 59,064 34,134 93,198 (20) 93,178 

営業費用 58,198 30,971 89,170 (20) 89,149 

営業利益 865 3,162 4,028 0  4,028 

事業区分 売上区分 製品名 

電子関連事業 
電子部品 

蛍光表示管、蛍光表示管モジュール、蛍光発光プリントヘッド、 

キーボード、スイッチ 

電子機器 ラジコン機器、模型用エンジン 

生産器材事業 精機 プレス金型用部品、モールド金型用部品、プレシジョンプレート、省力機器 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州 ……アメリカ 

(2）欧州 ……ドイツ 

(3）アジア……台湾、香港、中国、シンガポール、フィリピン 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  
日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
23,341 8,309 2,278 13,313 47,243 － 47,243 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
10,219 29 0 7,884 18,133 (18,133) － 

計 33,561 8,339 2,279 21,197 65,377 (18,133) 47,243 

営業費用 31,795 8,082 2,256 20,801 62,936 (18,456) 44,479 

営業利益 1,765 256 22 395 2,440 323 2,763 

  
日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
22,867 8,132 2,076 15,270 48,347 － 48,347 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
9,869 14 0 8,013 17,898 (17,898) － 

計 32,736 8,147 2,077 23,284 66,245 (17,898) 48,347 

営業費用 31,563 8,950 2,073 22,520 65,108 (17,589) 47,518 

営業利益(又は営業損失) 1,173 △803 3 763 1,137 (308) 828 

  
日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
45,617 16,411 4,384 26,764 93,178 － 93,178 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
20,736 35 1 15,597 36,371 (36,371) － 

計 66,354 16,447 4,385 42,362 129,550 (36,371) 93,178 

営業費用 63,130 16,404 4,360 41,820 125,716 (36,567) 89,149 

営業利益 3,223 42 25 541 3,833 195 4,028 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州 ……メキシコ、アメリカ、ブラジル 

(2）欧州 ……ハンガリー、ドイツ、トルコ 

(3）アジア他…韓国、香港、中国、マレーシア 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,313 3,513 14,474 28,301 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       47,243 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
21.8 7.4 30.7 59.9 

  米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,617 3,316 15,960 28,894 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       48,347 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
19.9 6.9 33.0 59.8 

  米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 19,753 6,692 29,169 55,615 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       93,178 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
21.2 7.2 31.3 59.7 



(１株当たり情報) 

(注)１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(重要な後発事象) 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額   3,853円36銭 １株当たり純資産額   3,888円86銭 １株当たり純資産額   3,845円57銭 

１株当たり中間純利    40円27銭 

益金額 

１株当たり中間純利     28円28銭 

益金額 

１株当たり当期純利    26円97銭 

益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 1,829 1,284 1,230 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 5 

(うち利益処分による役員賞与金） － －   (5)  

普通株式に係る中間(当期)純利益

(百万円) 
1,829 1,284 1,225 

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,439 45,436 45,438 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

事業の営業譲渡 ────── ────── 

  当社は、基幹事業に経営資源の集

中を図り、より一層の事業強化を目

指すため、平成16年10月１日をもっ

て、サムタク株式会社に対し、デジ

タル位置読取装置事業を営業譲渡い

たしました。 

 なお、譲渡事業の最近に終了した

連結会計年度(平成16年３月期)にお

ける売上高は1,431百万円であり、

連結売上高に占める割合は1.6%であ

ります。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   46,831   42,444 47,170   

２ 受取手形   6,189   6,587 6,305   

３ 売掛金   17,821   16,402 16,520   

４ たな卸資産   4,610   4,872 4,481   

５ その他 ※３ 7,195   10,986 5,831   

貸倒引当金   △  31   △  30 △  30   

 流動資産合計     82,616 50.9 81,263 49.0   80,280 49.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

 (1）建物及び構築物   9,948   10,010 10,160   

 (2）機械及び装置   5,795   6,635 6,782   

 (3）土地   13,459   13,559 13,561   

 (4）その他   2,466   2,524 2,251   

  計   31,669   32,729 32,756   

２ 無形固定資産   597   871 620   

３ 投資その他の資産           

 (1）投資有価証券   34,984   38,175 37,438   

 (2）その他   12,880   13,213 11,696   

 貸倒引当金   △  295   △  566 △  298   

  計   47,570   50,821 48,836   

 固定資産合計     79,837 49.1 84,423 51.0   82,212 50.6

 資産合計     162,453 100.0 165,686 100.0   162,493 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   1,193   1,068 1,050   

２ 買掛金   5,204   5,679 5,742   

３ 未払法人税等   1,446   947 118   

４ 賞与引当金   1,529   1,493 1,477   

５ その他 ※３ 3,600   3,715 3,409   

 流動負債合計     12,974 8.0 12,904 7.7   11,798 7.3

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債   95   2,585 2,105   

 固定負債合計     95 0.0 2,585 1.6   2,105 1.3

 負債合計     13,069 8.0 15,490 9.3   13,903 8.6

          

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     22,558 13.9 22,558 13.6   22,558 13.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   21,594   21,594 21,594   

２ その他資本剰余金   0   0 0   

   資本剰余金合計     21,594 13.3 21,594 13.0   21,594 13.3

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   2,275   2,275 2,275   

２ 任意積立金   100,333   100,283 100,333   

３ 中間（当期）未処 
分利益 

  6,303   5,765 5,118   

   利益剰余金合計     108,912 67.1 108,324 65.5   107,727 66.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,129 0.7 2,539 1.5   1,526 0.9

Ⅴ 自己株式     △ 4,811 △3.0 △ 4,820 △2.9   △ 4,817 △3.0

 資本合計     149,384 92.0 150,196 90.7   148,589 91.4

 負債資本合計     162,453 100.0 165,686 100.0   162,493 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     31,713 100.0 31,118 100.0   62,987 100.0 

Ⅱ 売上原価     24,057 75.9 23,816 76.5   47,887 76.0

売上総利益     7,655 24.1 7,301 23.5   15,100 24.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,228 19.6 6,530 21.0   12,305 19.6

営業利益     1,426 4.5 770 2.5   2,794 4.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,585 8.2 2,009 6.4   2,581 4.1

Ⅴ 営業外費用     177 0.6 163 0.5   257 0.4

経常利益     3,835 12.1 2,617 8.4   5,118 8.1

Ⅵ 特別利益     55 0.1 64 0.2   92 0.1

Ⅶ 特別損失 
※２ 
※４ 

  1,125 3.5 359 1.1   1,698 2.6

税引前中間（当
期）純利益 

    2,764 8.7 2,322 7.5   3,512 5.6

法人税、住民税及
び事業税 

  1,445   979 37   

法人税、住民税及
び事業税還付額等 

  －   － 92   

法人税等調整額   △   559 886 2.8 △   299 680 2.2 1,829 1,774 2.8

中間（当期）純利
益 

    1,878 5.9 1,642 5.3   1,738 2.8

前期繰越利益     4,425 4,123   4,425 

中間配当額     － －   1,045 

中間（当期）未処
分利益 

    6,303 5,765   5,118 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券  (1）有価証券  

   満期保有目的の債券 

(1）有価証券  

         償却原価法（定額法）   

     子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

     その他有価証券 

  時価のあるもの 

        中間会計期間末日の市場 

    価格等に基づく時価法  

  （評価差額は、全部資本 

  直入法により処理し、売 

  却原価は移動平均法によ 

  り算定） 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

        中間決算日の市場価格等 

  に基づく時価法（評価差 

  額は、全部資本直入法に 

  より処理し、売却原価は 

  移動平均法により算定） 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等 

  に基づく時価法（評価差 

  額は、全部資本直入法に 

  より処理し、売却原価は 

  移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

        

  (2）デリバティブ  (2）デリバティブ  (2）デリバティブ  

        時価法 同左 同左 

        

  (3）運用目的の金銭の信託  (3）運用目的の金銭の信託  (3）運用目的の金銭の信託  

        時価法 同左 同左 

        

  (4）たな卸資産  (4）たな卸資産  (4）たな卸資産  

      製品   

総平均法による原価法 

   （一部先入先出法による原 

 価法） 

    製品 

同左 

  

    製品 

同左 

  

      原材料  

移動平均法による低価法 

    原材料 

同左 

    原材料 

同左 

      仕掛品 

総平均法による原価法 

    仕掛品 

同左 

    仕掛品 

同左 

      貯蔵品 

最終仕入原価法 

    貯蔵品     

同左 

    貯蔵品    

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産  

   建物については定額法、それ 

  以外の有形固定資産については 

  定率法によっております。 

   主な耐用年数は次のとおりで 

  あります。 

(1）有形固定資産  

    建物および金型部品用精密加 

  工機械装置については定額法、 

  それ以外の有形固定資産につい 

  ては定率法を採用しておりま 

  す。 

(1）有形固定資産  

   建物および金型部品用精密加 

  工機械装置については定額法、 

  それ以外の有形固定資産につい 

  ては定率法によっております。  

       主な耐用年数は次のとおりで 

  あります。 

   主な耐用年数は次のとおりで 

  あります。 

  建物及び構築物 15年～31年

機械及び装置 ５年～10年

建物及び構築物 15年～31年

機械及び装置 ５年～10年

  

建物及び構築物 15年～31年

機械及び装置 ５年～10年

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

     定額法によっております。 

    なお、自社利用のソフトウェ 

  アについては、社内における利 

  用可能期間（主に５年）に基づ 

  く定額法によっております。 

   定額法を採用しております。 

    なお、自社利用のソフトウェ 

  アについては、社内における利 

  用可能期間（主に５年）に基づ 

  く定額法を採用しております。  

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備 

  えるため、一般債権について 

  は、貸倒実績率による計算額 

  を、貸倒懸念債権等特定の債権 

  については、個別に回収可能性 

  を検討し回収不能見込額を計上 

  しております。 

   売上債権、貸付金等の貸倒損 

 失に備えるため一般債権につい 

 ては貸倒実績率により、貸倒懸 

 念債権等特定の債権については 

 個別に回収可能性を勘案し、回 

 収不能見込額を計上しておりま 

 す。 

   債権の貸倒れによる損失に備 

  えるため、一般債権について 

  は、貸倒実績率による計算額 

  を、貸倒懸念債権等特定の債権 

  については、個別に回収可能性 

  を検討し回収不能見込額を計上 

  しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）賞与引当金  

   従業員に対する賞与の支給に 

  充てるため、支給見込額に基づ 

  き計上しております。 

(2）賞与引当金  

   従業員に対して支給する賞与 

 の支出に充てるため、賞与支給 

 見込額の当中間会計期間負担額 

 を計上しております。 

(2）賞与引当金  

   従業員に対する賞与の支給に 

  充てるため、支給見込額に基づ 

  き計上しております。 

        

  (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた 

  め、当期末における退職給付債 

  務および年金資産の見込額に基 

  づき、当中間会計期間末におい 

  て発生していると認められる額 

  を計上しております。 

   なお、当中間会計期間末にお 

  いては、年金資産見込額が退職 

  給付債務見込額に未認識数理計 

  算上の差異を加減した額を超過 

  しているため、当該超過額を前 

  払年金費用として投資その他の 

  資産の「その他」に含めて表示 

  しております。 

   過去勤務債務は、その発生時 

  の従業員の平均残存勤務期間以 

  内の一定年数（10年）による定 

  額法により按分した額を費用処 

  理しております。 

   数理計算上の差異は、その発 

  生時の従業員の平均残存勤務期 

  間以内の一定年数（10年）によ 

  る定額法により按分した額をそ 

  れぞれ発生の翌期から費用処理 

  することとしております。 

(3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた 

  め、当事業年度末における退職 

 給付債務および年金資産の見込 

 額に基づき、当中間会計期間末 

 において発生していると認めら 

 れる額を計上しております。 

   なお、当中間会計期間末にお 

  いては、年金資産見込額が退職 

  給付債務見込額に未認識数理計 

  算上の差異を加減した額を超過 

  しているため、当該超過額を前 

  払年金費用として投資その他の 

  資産の「その他」に含めて表示 

  しております。 

   過去勤務債務は、その発生時 

  の従業員の平均残存勤務期間以 

  内の一定の年数（10年）による 

 定額法により按分した額を費用 

 処理しております。 

   数理計算上の差異は、各事業 

 年度の発生時における従業員の 

 平均残存勤務期間以内の一定の 

 年数（10年）による定額法によ 

 り按分した額をそれぞれ発生の 

 翌事業年度から費用処理するこ 

 ととしております。 

(3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた 

  め、当期末における退職給付債 

  務および年金資産の見込額に基 

  づき計上しております。 

   なお、当期末においては、年 

  金資産見込額が退職給付債務見 

  込額に未認識数理計算上の差異 

  を加減した額を超過しているた 

  め、当該超過額を前払年金費用 

 として投資その他の資産の「そ  

 の他」に含めて表示しておりま 

 す。 

   過去勤務債務は、その発生時 

  の従業員の平均残存勤務期間以 

  内の一定年数（10年）による定 

  額法により費用処理しておりま 

  す。 

   数理計算上の差異は、その発 

  生時の従業員の平均残存勤務期 

  間以内の一定年数（10年）によ 

  る定額法により、その発生期の 

  翌期から費用処理することとし 

  ております。 

  

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建預金および外貨建金銭債

権債務は、中間会計期間末日の直

物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 

 外貨建預金および外貨建金銭債

権債務は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しておりま

す。 

 外貨建預金及び外貨建金銭債権

債務は期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は損益

として処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

     為替予約については、振当処 

  理の要件を満たしている場合 

  は、振当処理をしております。 

同左 同左 

        

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…為替予約 

    ヘッジ対象…外貨建預金およ 

    び外貨建金銭債 

    権債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…同左 

    ヘッジ対象…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…同左 

    ヘッジ対象…同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 

   内部管理規定に基づき、為替 

  変動リスクをヘッジしておりま 

  す。ヘッジは外貨建預金および 

  外貨建金銭債権債務の残高の範 

  囲以内とし、原則として１年を 

  超える長期ヘッジはしない方針 

  であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

        

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段の想定元本とヘッ 

  ジ対象に関する重要な条件が同 

  一であり、かつ、ヘッジ開始時 

  およびその後も継続して、相場 

  変動またはキャッシュ・フロー 

  変動を完全に相殺するものと想 

  定することができるため、ヘッ 

  ジの有効性の判定は省略してお 

  ります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準) ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平

成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了

する事業年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当中間会計期間か

ら同会計基準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより税引前中間純利益は1,002

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

   固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))

および「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)が、平成16年３月31日に終

了する年度から適用できることになったこと

に伴い、当期から同会計基準および同適用指

針を適用しております。これにより、税引前

当期純利益は1,002百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 中間貸借対照表上、前中間会計期間において独立掲記しておりまし

た「仮払消費税等」(当中間会計期間末４百万円)は、金額が僅少とな

ったため、当中間会計期間より、流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

 証券取引法等の一部を改正する法律(平成16年６月９日法律第97号)

により、投資事業有限責任組合等への出資が証券取引法第２条第２項

に追加され、有価証券とみなされたことに伴い、当中間会計期間から

貸借対照表において、投資その他の資産の「投資有価証券」に含めて

表示しております。 

 なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれる当該出資の

額は1,366百万円であり、前中間会計期間末の投資その他の資産の

「その他」に含まれる当該出資の額は1,519百万円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

54,152百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

53,792百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

54,341百万円 

 ２ 偶発債務 

  

 ２ 偶発債務 

    (1)  関係会社の金融機関からの借入に 

   対する保証 

 ２ 偶発債務 

    (1)  関係会社の金融機関からの借入金 

   に対する保証     

  

    (1)  取引先㈱松栄工機のリース債務に 

  対する保証    

   367百万円 

世進電子株式会社    400百万円

    (2) 取引先のリース債務に対する保証  

株式会社 松栄工機   312百万円 

 世進電子株式会社    400百万円

    (2) 取引先のリース債務に対する保証  

 株式会社 松栄工機   338百万円 

    (2)  従業員の住宅資金借入に対する保 

   証 

    (3)  従業員の住宅資金借入に対する保 

   証 

    (3)  従業員の住宅資金借入金に対する 

   保証 

3百万円 2百万円 3百万円 

※３ 消費税等の取扱い ※３ 消費税等の取扱い ※３         ────── 

       仮払消費税等及び仮受消費税等は相 

      殺のうえ、金額的重要性が乏しいた 

      め、流動資産の「その他」に含めて表 

      示しております。 

       仮払消費税等及び仮受消費税等は相 

      殺のうえ、金額的重要性が乏しいた 

      め、流動負債の「その他」に含めて表 

      示しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

※２ 特別損失のうち主要なもの 

 受取利息 39百万円 

 受取配当金 1,589百万円 

 為替差益  685百万円 

  
※２         ────── 

 受取利息 103百万円 

 受取配当金 1,125百万円 

 為替差益  335百万円 

  
※２ 特別損失のうち主要なもの 

 受取利息 110百万円 

 受取配当金 1,634百万円 

 為替差益  215百万円 

  

 減損損失 1,002百万円     減損損失 1,002百万円 

  

 ３ 減価償却実施額 

  

 ３ 減価償却実施額 

  

 ３ 減価償却実施額 

  

※４ 減損損失 

       当中間会計期間において、当社は以 

     下の資産グループについて減損損失を 

     計上しました。 

 有形固定資産 1,015百万円 

 無形固定資産 79百万円 

  

※４         ────── 

  

 有形固定資産 1,111百万円 

 無形固定資産 109百万円 

  

※４ 減損損失 

       当期において、当社は以下の資産グ 

     ループについて減損損失を計上しまし 

   た。 

 有形固定資産 2,248百万円 

 無形固定資産 167百万円 

場所 用途 種類 

千葉県八日市

場市及び長生

郡他 

遊休 

不動産  

土地及び 

建物  

 場所 用途 種類 

千葉県八日市

場市及び長生

郡他 

遊休 

不動産  

土地及び 

建物  

      当社は、損益管理を合理的に行える 

     管理会計上の区分によって資産グルー 

     ピングを行っております。なお、遊休 

     資産については、物件単位によって資 

     産グルーピングを行っております。 

      千葉県に保有する遊休不動産におい 

     て、市場価格が帳簿価額より下落して 

     いることにより帳簿価額を回収可能価 

     額まで減額し、当該減少額1,002百万円 

     を減損損失として特別損失に計上しま 

     した。その内訳は、土地812百万円、建 

     物189百万円であります。 

      なお、これらの回収可能価額は正味 

     売却価額により測定しており、固定資 

     産税評価額を基礎として評価しており 

     ます。 

        当社は、損益管理を合理的に行える 

     管理会計上の区分によって資産グルー 

     ピングを行っております。なお、遊休 

     資産については、物件単位によって資 

     産グルーピングを行っております。 

      千葉県に保有する遊休不動産におい 

    て、市場価格が帳簿価額より下落して 

     いることにより帳簿価額を回収可能価 

     額まで減額し、当該減少額1,002百万円

     を減損損失として特別損失に計上しま 

     した。その内訳は、土地812百万円、建

     物189百万円であります。 

      なお、これらの回収可能価額は正味 

     売却価額により測定しており、固定資 

     産税評価額を基礎として評価しており 

     ます。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) 借主側   (1) 借主側  (1) 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

その他(工具
器具及び備
品ならびに
車輌及び運
搬具) 

458 153 304 

合計 458 153 304 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他(工具
器具及び備
品ならびに
車輌及び運
搬具) 

422 174 247

合計 422 174 247

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

その他(工具
器具及び備
品ならびに
車輌及び運
搬具) 

453 166 287

合計 453 166 287

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額  ② 未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年以内 128 

１年超 440 

合計 568 

   

１年以内 169百万円

１年超 617百万円

合計 786百万円

   

１年以内 167百万円

１年超 670百万円

合計 837百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  （百万円）

支払リース料 47 

減価償却費相当額 47 

   

支払リース料 42百万円

減価償却費相当額 42百万円

   

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 91百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

 



（有価証券関係） 

  前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

 あるものはありません。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2) 貸主側  (2) 貸主側  (2) 貸主側  

  ①  リース物件の取得価額、減価償却累計 

 額及び中間期末残高 

 ①  リース物件の取得価額、減価償却累計 

 額及び期末残高 

 

  
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円)

その他(工具
器具及び備
品ならびに
機械及び装
置) 

584 67 517

合計 584 67 517

取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
(百万円)

その他(工具
器具及び備
品ならびに
機械及び装
置) 

464 25 438

合計 464 25 438

未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末残高相当

額であります。 

 なお、当該転貸リース取引はおおむね

同一の条件で第三者にリースしています

のでほぼ同額の残高が上記の借主側の未

経過リース料中間期末残高相当額に含ま

れております。 

  

  

  （百万円）

１年以内 38 

１年超 226 

合計 265 

（注）上記金額には、転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料中間期末残高相

当額542百万円(１年以内90百万円、１年

超451百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむ

ね同一の条件で第三者にリースしていま

すのでほぼ同額の残高が上記の(1)借主

側②未経過リース料中間期末残高相当額

に含まれております。 

    未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が営業

債権の中間期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定して

おります。 

   

１年以内 174百万円

１年超 888百万円

合計 1,062百万円

（注）上記金額には、転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料期末残高相当額

553百万円(１年以内85百万円、１年超

467百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむ

ね同一の条件で第三者にリースしていま

すのでほぼ同額の残高が上記の(1)借主

側②未経過リース料期末残高相当額に含

まれております。 

      未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が営業債権の期末

残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。 

   

１年以内 152百万円

１年超 842百万円

合計 994百万円

  ③ 受取リース料及び減価償却費  ③ 受取リース料及び減価償却費 

 受取リース料 42百万円

減価償却費 41百万円

受取リース料 25百万円

減価償却費 25百万円



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １株当たり純資産額   3,287円57銭  １株当たり純資産額   3,305円70銭  １株当たり純資産額   3,270円26銭 

 １株当たり中間純利      41円34銭 

 益金額 

 １株当たり中間純利    36円14銭 

 益金額 

 １株当たり当期純利    38円25銭 

 益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 

(百万円) 
1,878 1,642 1,738 

普通株主に帰属しない金

額(百万円) 
－ － － 

普通株式に係る中間(当

期)純利益(百万円) 
1,878 1,642 1,738 

普通株式の期中平均株式

数(千株) 
45,439 45,436 45,438 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

事業の営業譲渡 ────── ────── 

  当社は、基幹事業に経営資源の集

中を図り、より一層の事業強化を目

指すため、平成16年10月１日をもっ

て、サムタク株式会社に対し、デジ

タル位置読取装置事業を営業譲渡い

たしました。 

 なお、譲渡事業の最近に終了した

事業年度(平成16年３月期)における

売上高は1,431百万円であり、当社

総売上高に占める割合は2.1%であり

ます。 

   



(2）【その他】 

 平成17年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

      ① 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・1,045百万円 

      ② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・23円00銭 

      ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成17年12月５日 

       （注） 平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行い

      ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第62期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成16年12月15日

双葉電子工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、双葉電子工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成17年12月９日

双葉電子工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、双葉電子工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「３．営業費用の配分方法の変更」に記載されているとおり、会

社は当中間連結会計期間より提出会社の共通費用の配分方法を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成16年12月15日

双葉電子工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第６２期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、双葉電子工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成17年12月９日

双葉電子工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６３期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、双葉電子工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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